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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいた

だいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略し

ております。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に

電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたしま

す。

第78回 定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

●　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●　計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第78期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

日本電子株式会社
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連結株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から 2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

20 2 4年４月１日　残高 21,394 21,271 73,284 △847 115,102

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △5,809 △5,809

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
18,688 18,688

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 160 160

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － － 12,878 159 13,038

2 0 2 5年３月31日　残高 21,394 21,271 86,163 △688 128,140

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ

損 益

為 替 換 算

調 整 勘 定

退職給付に係る

調整累計額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

20 2 4年４月１日　残高 6,198 △151 3,207 1,157 10,411 125,513

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △5,809

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
－ 18,688

自 己 株 式 の 取 得 － △1

自 己 株 式 の 処 分 － 160

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△1,902 149 △363 216 △1,898 △1,898

連結会計年度中の変動額合計 △1,902 149 △363 216 △1,898 11,139

2 0 2 5年３月31日　残高 4,295 △1 2,843 1,374 8,512 136,653

連結株主資本等変動計算書

－ 1 －
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連結注記表

【連結注記表】
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数および連結子会社の名称

連結子会社の数　　22社
会社の名称
日本電子テクノサービス㈱、日本電子山形㈱、日本電子インスツルメンツ㈱、
ジャパンスーパーコンダクタテクノロジー㈱、
JEOL USA,INC.、JEOL HOLDING EUROPE SAS、JEOL(EUROPE)SAS、JEOL(U.K.)LTD.､
JEOL(EUROPE)B.V.、JEOL(GERMANY)GmbH、JEOL ASIA PTE. LTD.、
JEOL TAIWAN SEMICONDUCTORS LTD.、JEOL(AUSTRALASIA)PTY.LTD.、
JEOL DE MEXICO S.A. DE C.V.、JEOL CANADA,INC.、JEOL(Nordic)AB、
JEOL(ITALIA)S.p.A.、JEOL Shanghai Semiconductors Ltd.、
JEOL SEMICONDUCTORS KOREA Co., Ltd.、JEOL KOREA LTD.、
Integrated Dynamic Electron Solutions, Inc.、JEOL USA Investment, Inc.

ジャパンスーパーコンダクタテクノロジー㈱の全株式を2025年１月６日に取得し、同社
を連結子会社といたしました。
JEOL HOLDING EUROPE SASについては、2025年１月28日に新規設立したため、新たに連
結の範囲に含めております。

⑵　主な非連結子会社の名称等
㈱システムインフロンティア
JEOL(MALAYSIA)SDN.BHD.、JEOL DATUM Shanghai Co.,Ltd.、
JEOL BRASIL Instrumentos Cientificos Ltda.、JEOL(BEIJING)CO.,LTD.、
JEOL(RUS)LLC、JEOL INDIA PVT.LTD.、JEOL GULF FZCO、
JEOL ASIA(THAILAND)CO.,LTD.
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社９社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数および持分法適用会社の名称
持分法適用の非連結子会社数　　９社
会社の名称
㈱システムインフロンティア
JEOL(MALAYSIA)SDN.BHD.、JEOL DATUM Shanghai Co.,Ltd.、
JEOL BRASIL Instrumentos Cientificos Ltda.、JEOL(BEIJING)CO.,LTD.、
JEOL(RUS)LLC、JEOL INDIA PVT.LTD.、JEOL GULF FZCO、
JEOL ASIA(THAILAND)CO., LTD.

持分法適用の関連会社数　　２社
会社の名称
ミクロ電子㈱、
J&B TECHNICAL OPERATIONS LTD.

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、JEOL DE MEXICO S.A. DE C.V.、JEOL Shanghai Semiconductors 
Ltd.、およびIntegrated Dynamic Electron Solutions, Inc.の決算日は12月31日であり
ます。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

－ 2 －
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連結注記表

原材料及び貯蔵品：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

建物及び構築物 ７～50年

工具・器具及び備品 ２～20年

４．会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等

：移動平均法による原価法

②　デリバティブ：時価法

③　棚卸資産

商品及び製品：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、在外子会社は主として個別法に基づく低価法

仕掛品　　　：主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法、これ以外の無形固定資産については定額法を採用しております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上方法

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

従業員（年俸制対象者を除く）の賞与の支給に備えるため、当社および国内連結子会

社は支給見込額基準により計上しております。

③　役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

－ 3 －



2025/05/29 17:02:08 / 24180279_日本電子株式会社_招集通知

連結注記表

④　役員株式給付引当金

役員報酬ＢＩＰ信託に関する株式交付規程に基づく当社の取締役（社外取締役、非業

務執行取締役および国外居住者を除く。）および当社と委託契約を締結している執行

役員（国外居住者を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑷　収益および費用の計上基準

当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時にまたは充足するにつれて収益を認識する

当社グループは、電子光学機器、分析機器、計測検査機器、産業機器、医用機器の製品

販売を行っており、これらに附帯する保守・サービス等を行っております。製品販売の

収益認識については、顧客との契約内容に基づいて、顧客に当該製品に対する重要なリ

スクおよび実質的な支配が移転し、履行義務が充足されると判断した時点で収益を認識

しております。具体的には、製品の販売による収益は、個々の契約内容に応じ、製品の

引渡、出荷、検収または船積時点など、約束した商品を顧客に移転することによって履

行義務を充足した時に認識しております。収益は、顧客との契約において約束された対

価から、値引き等を控除した金額で測定しております。保守・サービス業務について

は、履行義務が一時点で充足される場合には保守・サービス提供後の検収完了時点にお

いて、一定期間にわたり充足される場合には契約書に定義した保守・サービス提供期間

にわたり定額で、または保守・サービス業務に係る技術者の派遣人数および保守・サー

ビス対象の商品である装置の販売台数に応じて収益を認識しております。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。な

お、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年～12

年）にわたり均等償却しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑹　重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めております。

－ 4 －
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連結注記表

⑺　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、特例処理を

採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引および金利スワップ取引

ヘッジ対象：製品輸出に係る外貨建予定取引、社債および長期借入金の利息の一部

③　ヘッジ方針

当社グループは、企業経営の基本理念である堅実経営に則り、外貨建取引のうち、当

社グループに為替変動リスクが帰属する場合において、その為替リスクヘッジのた

め、実需原則に基づき為替予約取引を行うものとしております。社債および借入金の

金利変動リスクを回避し、キャッシュ・フローを固定化する目的で金利スワップ取引

を行うものとしております。リスクヘッジの手段として為替予約取引および金利スワ

ップ取引を行うものとしております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時およびその後も継続して、相場変動を相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の判定は省略しておりま

す。

⑻　のれんの償却方法および償却期間

のれんの償却については、その投資の効果の及ぶ期間（10年間以内）の均等償却を行っ

ております。ただし、金額が僅少な場合は発生年度に全額償却しております。

⑼　その他連結計算書類作成のための重要な事項

繰延資産の処理方法

株式交付費

　３年間にわたり定額法により償却しております。

社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

－ 5 －
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連結注記表

（会計上の見積りに関する注記）

重要な会計上の見積り

のれん及び無形固定資産の評価

⑴　連結計算書類に計上した金額

のれん　　　　　　　　　　　　　　911百万円

その他無形固定資産（顧客関係）　　717百万円

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類に計上しているのれんおよびその他無形固定資産は連結子会社であるジ

ャパンスーパーコンダクタテクノロジー㈱およびJEOL KOREA LTD.を取得した際に生

じたもの、JEOL KOREA LTD.の事業の一部をJEOL SEMICONDUCTORS KOREA Co., Ltd.へ

譲渡した際に生じたものであり、取得時および事業譲渡時における将来事業計画に基

づき算定された超過収益力や経済的便益は、当連結会計年度末において依然として維

持されていると判断しております。

しかしながら、将来事業計画において用いられた官公庁の研究開発予算や民間企業の

設備投資の動向等に基づく受注・販売数量の仮定に予測不能な変化が生じた場合に

は、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える

可能性があります。

非上場株式の評価

⑴　連結計算書類に計上した金額

投資有価証券　14,769百万円のうち、非上場株式については、4,234百万円を計上し

ております。なお、当連結会計年度において投資有価証券評価損12,381百万円を計上

しております。

非上場株式については、取得原価をもって貸借対照表価額としております。当社グル

ープは、安定した取引関係の構築、事業戦略上の重要性の観点から、中長期的な企業

価値の向上に資すると考えられる一部の投資先に対して、超過収益力等を考慮して１

株当たりの純資産額を基礎とした金額に比べて相当程度高い価額で投資を行っており

ます。このような非上場株式の評価にあたっては、投資時に策定された事業計画と実

績を比較した上で、将来の期間にわたって超過収益力等が見込めるか検討し、見込め

なくなった場合には、投資先の事業計画等をもとに実質価額を算出しております。当

該実質価額が取得原価の50%を下回っている場合、実質価額まで減額を行い、差額を

投資有価証券評価損として計上しております。

⑵　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

非上場株式の評価における主要な仮定は、事業計画における売上高の基礎となる販売

数量となっております。

⑶　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

非上場株式の評価においては、投資先の経営環境の変化等により、翌連結会計年度の

連結計算書類に影響を与える可能性があります。
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連結注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 50,171百万円

有形固定資産 3,547百万円

投資有価証券 3,245百万円

計 6,793百万円

短期借入金 2,050百万円

長期借入金 1,954百万円

計 4,004百万円

３．保証債務 1,114百万円

（連結貸借対照表に関する注記）

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．担保に供している資産および担保に係る債務

担保資産の内容およびその金額

担保に係る債務の金額

－ 7 －
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連結注記表

（単位：株）

当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 摘要

普通株式 51,532,800 － － 51,532,800

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類および総数に関する事項

２．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

①　2024年６月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,547百万円

１株当たり配当額 69円00銭

基準日 2024年３月31日

効力発生日 2024年６月27日

②　2024年11月８日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 2,262百万円

１株当たり配当額 44円00銭

基準日 2024年９月30日

効力発生日 2024年12月９日

（注）１ 2024年６月26日開催の定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立75

周年記念配当20円が含まれております。

　　　２ 2024年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬Ｂ

ＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金22百万円が含まれております。

３ 2024年11月８日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ

信託が所有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　2025年６月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。

・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,187百万円

１株当たり配当額 62円00銭

基準日 2025年３月31日

効力発生日 2025年６月27日

なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

（注）2025年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ

信託が所有する当社株式に対する配当金16百万円が含まれております。

－ 8 －
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連結注記表

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（＊１）

時価（＊１） 差　　額

　投資有価証券

その他有価証券 7,641 7,641 ―

　長期借入金 (7,584) (7,527) (56)

　デリバティブ取引（＊２）

　　ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ―

　　ヘッジ会計が適用されているもの (２) (２) ―

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、主に銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図

っております。また、営業・サービス部門において取引相手ごとに期日および残高を管理

するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については月次ごとに時価の把握を行

っております。

借入金は運転資金および設備投資に必要な資金の調達を目的としており、このうち一部の

長期借入金に係る金利変動リスクに対して、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定

化を実施しております。

デリバティブ取引については、取締役会にて基本方針が決定され、財務本部において実需

の範囲において取引の実行および管理を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、「その他有

価証券」には含めておりません。また、預金、受取手形、売掛金、支払手形、買掛金およ

び電子記録債務は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略

しております。

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（＊２）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

（注１）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、 

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン 

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに 

－ 9 －
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連結注記表

（単位：百万円）

区　　　　分 連結貸借対照表計上額

非連結子会社株式および関連会社株式 2,892

非上場株式 4,234

出資証券 0

時価を分類しております。

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと

返済期日までの期間および信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約の時価は、為替レートを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とさ

れている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、長期借入金の時価に

含めて記載しております。

（注２）市場価格のない株式等は時価を把握することが極めて困難と認められるため「投資有

価証券」には含めておりません。

－ 10 －
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連結注記表

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額 合計理科学・計

測機器事業

産業機器事

業

医用機器事

業
計

売上高

日本 40,356 4,188 12,149 56,693 － 56,693

北中南米 21,290 4,122 2,755 28,167 － 28,167

中国 24,646 19,808 330 44,785 － 44,785

その他 38,500 28,363 183 67,047 － 67,047

顧客との契

約から生じ

る収益

124,793 56,483 15,418 196,695 － 196,695

外部顧客へ

の売上高
124,793 56,483 15,418 196,695 － 196,695

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － －

計 124,793 56,483 15,418 196,695 － 196,695

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表（連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記）４.会計方針に関する事項　⑷　収益および費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

－ 11 －
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連結注記表

（単位：百万円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 54,064 49,915

契約資産 1,970 1,801

契約負債 35,035 34,035

（単位：百万円）

当連結会計年度

１年以内 69,217

１年超 8,837

計 78,055

１．１株当たり純資産額 2,672円19銭

２．１株当たり当期純利益 365円55銭

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産および契約負債の残高等

　契約負債の内容は、主に製品の販売や延長保証サービス、保守契約等に係る前受金

および前受収益です。これらは、販売の実現時や契約期間到来時に収益を認識すると

同時に取り崩されます。当連結会計年度において収益として認識された額のうち、期

首時点の契約負債の残高に含まれていた額は、24,160百万円です。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務の主な内容は、延長保証サービスや保守契約等の提供です。当連結会

計年度における、未充足（または部分的に未充足）の履行義務の総額および収益の認

識が見込まれる期間別の内訳は、次のとおりです。

なお、上記の表には実務上の便法を適用し、当初の予想期間が１年以内の残存履行義

務に関する情報は含めておりません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取

引価格が含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に含めております。なお、当連結会計年度末において

信託が保有する自己株式数は273,702株、期中平均株式数は288,755株であります。

－ 12 －
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連結注記表

企業結合の直前に保有していた普通株式の企業結合日における時価 112百万円

取得の対価 現金 642百万円

取得原価 755百万円

（企業結合に関する注記）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称　　　ジャパンスーパーコンダクタテクノロジー株式会社

事業の内容　　　　　　超電導線材及び超電導マグネットの製造及び販売

(2)　企業結合を行った主な理由

当社の取り扱う核磁気共鳴装置は医薬、ライフサイエンス分野における基礎研究から、

材料、化学分野での分子構造解析まで、幅広い用途で活用される装置であり、その中核

部品である超電磁マグネットの開発・製造を自社グループ内に取り込むことにより、顧

客ニーズに即した製品開発の強化および生産体制の最適化を進めてまいります。

(3)　企業結合日

2025年１月６日

(4)　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)　企業結合後の名称

ジャパンスーパーコンダクタテクノロジー株式会社

(6)　取得した議決権比率

取得直前に所有していた議決権比率　　　　14.9％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　85.1％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　 100％

(7)　取得企業を決定するに至った根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年１月１日から３月31日まで

３．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容および金額

アドバイザリー費用等　　 38百万円

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　　　112百万円

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

(1)　発生したのれんの金額

472百万円

(2)　発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものであります。

(3)　償却方法および償却期間

10年間にわたる均等償却

－ 13 －
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連結注記表

流動資産 5,298百万円

固定資産 245百万円

資産合計 5,543百万円

流動負債 5,099百万円

固定負債 403百万円

負債合計 5,502百万円

７．企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額並びにその主な内訳

８．のれん以外の無形固定資産に配分された金額およびその主要な種類別の内訳並びに全体お

よび主要な種類別の加重平均償却期間

顧客関係　線材事業　　　353百万円（償却年数10年）

９．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損

益計算書及び包括利益計算書に及ぼす影響の概算額およびその算定方法

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から 2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 　 途

積 立 金
繰越利益
剰　余　金

2024年４月１日　残高 21,394 20,330 940 21,271 14,237 51,349 65,587 △847 107,405

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △5,809 △5,809 △5,809

当 期 純 利 益 － 18,231 18,231 18,231

自己株式の取得 － － △1 △1

自己株式の処分 － － 160 160

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 12,421 12,421 159 12,580

2025年３月31日　残高 21,394 20,330 940 21,271 14,237 63,771 78,009 △688 119,986

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2024年４月１日　残高 6,198 △151 6,046 113,452

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △5,809

当 期 純 利 益 － 18,231

自己株式の取得 － △1

自己株式の処分 － 160

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△1,902 149 △1,752 △1,752

事業年度中の変動額合計 △1,902 149 △1,752 10,828

2025年３月31日　残高 4,295 △1 4,294 124,280

株主資本等変動計算書

－ 15 －
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個別注記表

原材料及び貯蔵品：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

建物 ７～50年

工具・器具及び備品 ２～20年

【個別注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準および評価方法

⑴　子会社株式および関連会社株式：移動平均法による原価法

⑵　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等

：移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ：時価法

３．棚卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品　：規格品は移動平均法による原価法、その他は個別法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

仕掛品　　　　：個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法、これ以外の無形固定資産については定額法

⑶　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑷　長期前払費用

定額法

５．繰延資産の処理方法

⑴　株式交付費

３年間にわたり定額法により償却しております。

⑵　社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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６．収益および費用の計上基準

当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時にまたは充足するにつれて収益を認識する

当社は、電子光学機器、分析機器、計測検査機器、産業機器、医用機器の製品販売を行

っており、これらに附帯する保守・サービス等を行っております。製品販売の収益認識

については、顧客との契約内容に基づいて、顧客に当該製品に対する重要なリスクおよ

び実質的な支配が移転し、履行義務が充足されると判断した時点で収益を認識しており

ます。具体的には、製品の販売による収益は、個々の契約内容に応じ、製品の引渡、出

荷、検収または船積時点など、約束した商品を顧客に移転することによって履行義務を

充足した時に認識しております。収益は、顧客との契約において約束された対価から、

値引き等を控除した金額で測定しております。保守・サービス業務については、履行義

務が一時点で充足される場合には保守・サービス提供後の検収完了時点において、一定

期間にわたり充足される場合には契約書に定義した保守・サービス提供期間にわたり定

額で、または保守・サービス業務に係る技術者の派遣人数および保守・サービス対象の

商品である装置の販売台数に応じて収益を認識しております。

７．重要な引当金の計上方法

⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金

従業員（年俸制対象者を除く）の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上

しております。

⑶　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

わたり均等償却しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

⑷　役員株式給付引当金

役員報酬ＢＩＰ信託に関する株式交付規程に基づく当社の取締役（社外取締役、非業務

執行取締役および国外居住者を除く。）および当社と委託契約を締結している執行役員

（国外居住者を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式

給付債務の見込額に基づき計上しております。

８．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。
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９．ヘッジ会計の方法

⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採

用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引および金利スワップ取引

ヘッジ対象：製品輸出に係る外貨建予定取引、社債および長期借入金の利息の一部

⑶　ヘッジ方針

当社は、企業経営の基本理念である堅実経営に則り、外貨建取引のうち、当社に為替変

動リスクが帰属する場合において、その為替リスクヘッジのため、実需原則に基づき為

替予約取引を行うものとしております。社債および借入金の金利変動リスクを回避し、

キャッシュ・フローを固定化する目的で金利スワップ取引を行うものとしております。

リスクヘッジの手段として為替予約取引および金利スワップ取引を行うものとしており

ます。

⑷　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時およびその後も継続して、相場変動を相殺するものと想定することが

できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の判定は省略しておりま

す。

10．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

（会計上の見積りに関する注記）

重要な会計上の見積り

関係会社株式の評価

⑴　計算書類に計上した金額

関係会社株式12,039百万円を計上しております。なお、当事業年度において関係会社

株式評価損12,188百万円計上しております。

⑵　認識した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「【連結注記表】（会計上の見積りに関する注記）重要な会計上の見積り　非上場株

式の評価」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 46,893百万円

短期金銭債権 18,467百万円

短期金銭債務 8,793百万円

４．保証債務 8,179百万円

建物 3,011百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 0百万円

土地 535百万円

投資有価証券 3,245百万円

計 6,793百万円

短期借入金 2,050百万円

長期借入金 1,954百万円

計 4,004百万円

売上高 33,917百万円

仕入高 9,974百万円

営業取引以外の取引による取引高 3,336百万円

２．当期に発生した研究開発費 11,713百万円

３．減損損失

当社は、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として、事業内容をグルーピングの基礎とし、電子光学

機器、分析機器、計測検査機器、半導体関連機器、産業機器、医用機器にグルーピング

を行っております。

場所 用途 種類 金額

東京都昭島市 産業機器生産設備 工具・器具及び備品他 49百万円

（貸借対照表に関する注記）

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

２．関係会社に対する金銭債権

３．関係会社に対する金銭債務

５．担保に供している資産および担保に係る債務

担保資産の内容およびその金額

担保に係る債務の金額

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高の総額

産業機器において、連続した営業キャッシュ・フローのマイナス等により、投資額の回

収が見込めなくなったことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額49百万

円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込額をゼロとして評価してお

ります。
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（単位：株）

当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 摘要

普通株式 448,841 201 55,138 393,904 (注)

　①繰延税金資産

　　　貸倒引当金 330百万円

　　　賞与引当金 556百万円

　　　研究開発費 1,222百万円

　　　棚卸資産評価損 629百万円

　　　未払事業税 380百万円

　　　減価償却超過額 614百万円

　　　ソフトウエア償却費 1,086百万円

　　　減損損失 13百万円

　　　投資有価証券評価損 155百万円

　　　関係会社株式評価損 4,397百万円

　　　退職給付引当金 2,276百万円

　　　繰延ヘッジ損益 0百万円

　　　その他 950百万円

　　繰延税金資産小計 12,614百万円

　　　評価性引当額 △4,720百万円

　　繰延税金資産合計 7,893百万円

　②繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △1,837百万円

　　　資産除去債務 △4百万円

　　繰延税金負債合計 △1,841百万円

　繰延税金資産の純額 6,051百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項

(注)⑴普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

⑵普通株式の自己株式の株式数の減少は、役員報酬ＢＩＰ信託から退任した役員に対し支

給したことによるものです。

⑶当事業年度末の自己株式の株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

　273,702株が含まれております。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(注)評価性引当額が1,060百万円増加（前期 3,660百万円）しております。増減の主な内容は

関係会社株式評価損計上による増加および企業分類変更による減少によるものでありま

す。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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種
類

会社等の名称 所 在 地 資 本 金
事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容

（注)

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子

会

社

JEOL USA,
I n c .

Peabody, 

M A  U S A
15,060

千USD
理 科 学 ・
計 測 機 器

100％
当社製品
の販売

製品等の
売上

11,694 売掛金 3,390

JEOL ASIA 
PTE.LTD.

Singapore
3,350

千SGD
理 科 学 ・
計 測 機 器

100％
当社製品
の販売

製品等の
売上

5,433 売掛金 2,865

ｼﾞ ｬ ﾊﾟ ﾝ ｽ ｰ
ﾊﾟｰｺﾝﾀﾞｸﾀ
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

兵 庫 県

日 本
400
百万円

線 材 ・

マグネット
100％

当社製品
の製造

利息受取 13 貸付金 3,900

JEOL(GERM
ANY)GmbH

Freising,

G e r m a n y

520
千EUR

理 科 学 ・
計 測 機 器

100％
当社製品
の販売

利息支払 112 預り金 2,431

１．１株当たり純資産額 2,430円26銭

２．１株当たり当期純利益 356円61銭

（関連当事者との取引に関する注記）

（注）取引条件および取引条件の決定方針等

上記取引については、市場価格等を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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